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を撃ち落とすのは武力の行使に該当する場合が多いとする見解があるものの，弾道ミサイ
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ルを破壊するという行為自体が憲法第9条で許されていない『武力の行使』に当たるとい
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うわけではない
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されない公海における，私有の船舶による私的な目的に基づく私人の犯罪行為』であり，
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そのことを自衛隊が認定して射撃するゆえに，当該の射撃は，国家なり国家に準ずる者に
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よる行為として評価されるものではない
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というわけにはいかない
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が）歴任するということは，ほとんど不可能だ
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れたとみなす
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これを否定する理屈はない
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が）およそ戦力というものを持たない，という趣旨と見るのが当然
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」であり，「（日本）政府
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が，仮に陸軍というものを持っても，その実力が戦力に達しなければ，必ずしも憲法違反
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の問題に」ならず，自衛隊の任務・目的が「レッテル」に過ぎないゆえ，「レッテルにどう
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書かれてあるかということは問題」ではなく，「武装タンクを戦車といおうと特車といおう
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と，そのもの自体に変わりのないのと同じ」










































（39）  Richard J. Samuels, Securing Japan:Tokyo’s  Grand Strategy and the Future of East Asia , Cornell 
University Press, Ithaca, New York,2007, p46.
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だということで集団的自衛権の問題を解決するというのが，本当は筋
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」であり，「誰か法制
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（49）  林「沖縄問題の解決のために（下）」『共済新報』1969年3月号，33頁。
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」ように工夫した
「官庁文学の傑作である
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分の考えがあっても，これは殺す
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能な範囲内で実現し得ることを考える
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，こ
れを排除する適当な手段が他にない時に，必要最小限の実力を行使するため，集団的自衛
権を含む措置を可能とする」とした，「武力行使の新3要件」に基づく新たな憲法の解釈を
決定した。その後，この閣議決定を記者会見で発表した安倍首相は，「現行の憲法解釈を何
ら変更するものではない」と述べた（82）。
このように，閣議決定自体は，法制局が目指したとおり，「72年見解」が基調となってい
た。一方，同じ「72年見解」に基づく「資料」は，この閣議決定と異なり，集団的自衛権の行
使を認めていなかった。無論それは，「法令等の解釈には社会情勢（この場合は安全保障環
境の変化）等を考慮する」という法制官僚の姿勢に照らす限り，文面の解釈に限れば整合
すると言えなくもなかった。しかし，「国民の権利が根底から覆される」等を判断する際の
具体的な基準は何ら示されておらず，結果として，政府が「集団的自衛権を行使する範囲」
を拡大し得る可能性を含んでいた。
他方で，米国のヘーゲル国防長官は，この閣議決定を「自衛隊が一層幅広い活動に従事
し得るようになり，日米同盟の効果が増すことになる」と評価する旨を表明した（83）。
結論
第2次世界大戦の終結から21世紀を迎えた今日に至るまで，法制官僚は，日米両国政府
の意向に配慮し，日米安保協力に関する法律・条約等の解釈・答弁を進めたと言えよう。
阪田雅裕（前出，元法制局長官）は，集団的自衛権の（一部）行使容認を認めた閣議決定（上
述）に触れて，「『憲法解釈のありようを見直し，かつ論理的に可能な解を見つけろ』という
（政府からの）難問」に対して法制局の示した「ぎりぎりの発想ではなかったかと思う」（84）
と述べているが，ここには法制官僚自身の抱く憲法解釈への志向と法制局が政府内組織と
して担う役割の限界との相克がうかがわれた。
しかし，法制官僚は，「戦力」，「集団的自衛権」等様々な用語・概念について具体的で説
得力のある内容を示さず，現実の安全保障活動と乖離した説明を続けた。それは結局，日
米安保協力が拡大し続けるという事態をもたらしたのである。
（2015.11.25受稿，2016.1.14受理）
（81）  同上，2014年10月26日。
（82）  同上，2014年7月2日。
（83）  同上，2014年7月2日。
（84）  同上，2014年11月8日。
─156─
〔抄　録〕
第2次世界大戦の終結から21世紀を迎えた今日に至るまで，法制官僚は，日米両国政府
の意向に配慮し，日米安保協力に関する法律・条約等の解釈・答弁を進めたと言えよう。
集団的自衛権の（一部）行使容認を認めた閣議決定にも，法制官僚自身の抱く憲法解釈へ
の志向と法制局が政府内組織として担う役割の限界との相克がうかがわれた。
しかし，法制官僚は，「戦力」，「集団的自衛権」等様々な用語・概念について具体的で説
得力のある内容を示さず，現実の安全保障活動と乖離した説明を続けた。それは結局，日
米安保協力が拡大し続けるという事態をもたらしたのである。
